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対象事業所に対する制度の説明や消防局ＨＰへの掲載など、次年度以降も認定制度の周知を継続して
行っていく。

b 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

Ｈ３０～Ｒ２の達成度 b 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

課題
分析

平成３０年度

－ 百万円

Ｂ

Ｒ１

〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成Ｈ３０の達成度

Ｒ１の達成度 c 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

Ｈ３０～Ｒ１の達成度 c 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

認定申請については事業所の事業判断によるところが大きいが、対象事業所に対する制度の説明や消防
局ＨＰへの掲載など、認定制度の周知を継続して行ってきた結果が目標達成に繋がったと考える。
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Ｈ３０

Ｒ１

石油コンビナート等特別防災区域の事業所を対象として自主保安体制の強化と規制の合理化を図ることを
目的に、「変更工事の確認届出書」における確認事項を自主的に確認できる事業所を認定のうえ、事後的
に資料を提出することで足りる「変更工事認定事業所制度」の運用開始に伴い、「変更工事の確認届出書」
の届出事務に費やしていた時間の軽減（１事業所あたり１６０時間を想定）を図り、査察や違反処理など、よ
り効果的な事務事業の実施に活用します。
また、制度の利用により、事業所内で安全確保体制の整備やリスクアセスメントの徹底、人材育成の推進が
図られるなど、自主保安活動を促進します。

Ｈ３０

Ｒ２

認定の申請時期については事業所の事業判断によるところが大きく、平成30年度の新規申請はなかった
が、すでに認定を受けている３事業所の認定が継続された。

認定の申請時期については事業所の事業判断によるところが大きく、平成31（令和元）年度の新規申請は
なかったが、すでに認定を受けている３事業所の認定が継続された。

Ｒ２

認定事業所数　１事業所　（累計４事業所）

認定事業所数　１事業所　（累計４事業所）

－ 百万円 －

認定事業所数　１事業所　（累計４事業所）

評価

百万円

Ｒ２の達成度

新規申請が１件あり、審査の結果、認定事業所として認定された。
すでに認定を受けている３事業所の認定が継続され、認定事業所は累計４事業所となった。

平成３１（令和元）年度 平成３２（令和２）年度

－ 百万円 － 百万円 － 百万円見込み

実績

行革効果額
の見込み
及び実績

目標

取組番号

所管 消防 予防 危険物保安

2-2-11 取組項目名 届出に係る認定制度を活用した事務の効率化

〔基準〕 Ｓ：優良　Ａ：良好　Ｂ：普通　Ｃ：不良

備考


